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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
上面側経糸と上面側緯糸とからなる上面側織物と、下面側経糸と下面側緯糸とからなる下
面側織物と、経地糸接結糸として機能する上面側経糸と経地糸接結糸として機能する下面
側経糸との組からなる工業用二層織物において、経地糸接結糸として機能する上面側経糸
は上面側経糸が完全組織の１箇所または複数箇所にて織物組織上上面側緯糸を織り込む部
位で上面側緯糸を織り込まず、下面側に向かって下面側から下面側緯糸を織り込んで上面
側に向かい他の上面側緯糸を織り込む組織であり、一方下面側経糸は該経地糸接結糸とし
て機能する上面側経糸が下面側緯糸を下面側から織り込んだ部位で該下面側緯糸を織り込
まず、上面側に向かって上面側経糸を織り込まなかった上面側緯糸を上面側から織り込ん
で下面側に向かい他の下面側緯糸を織り込む組織であり、当該工業用二層織物は縦方向で
あって有端状である両端部において経糸の一部又は全端部を折り返すことにより接合用ル
ープを形成し、完全組織内の縦糸は前記接合用ループを形成するため折り返された経糸と
対向するペアとなる経糸を有しており、当該ペアとなる経糸同士は縦組織においてナック
ルの数が同じであり、かつナックル間の間隔が略等しいことを特徴とする工業用二層織物
。
【請求項２】
対向するペアとなる経糸が、経地糸接結糸同士、及び上面側経糸と下面側経糸とから構成
されていることを特徴とする請求項１に記載された工業用二層織物。
【請求項３】
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対向するペアとなる経糸が、経地糸接結糸同士、隣接する上面側経糸と上面側経糸、及び
隣接する下面側経糸と下面側経糸とから構成されていることを特徴とする請求項１に記載
された工業用二層織物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、工業用二層織物における接合用ループの構造であって、特に経地糸接結糸を
使用した工業用二層織物における接合用ループに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、工業用織物としては、例えば抄紙用織物や抄紙用キャンバス等の製紙用織物、不
織布製造用織物、汚泥脱水用織物、建材製造用ベルト、コンベアベルト等多くのものが知
られている。また、出願人は独立した接結糸を有しない地糸接結タイプの二層織物を開発
した（特許文献１を参照。）。
　上記のような工業用織物は、無端状に加工され、抄紙機や脱水機等のそれぞれの機械に
取り付けられて使用する必要がある。
【０００３】
　ここで、工業用織物を無端状に加工する方法としては、いわゆる織継による方法、両端
部に工業用織物自体の経糸を使用して形成したループを噛み合わせた後に当該ループの共
通孔に接合用の芯線を挿入する方法、織物の両端部に設置したスパイラル状ループを噛み
合わせて芯線を挿入することによる方法、又はクリッパーレーシングと呼ばれている織物
の両端部に取り付けた金属製フックを噛み合わせて芯線を通す方法等、等が挙げられる（
特許文献２、３及び４参照）。そして、これらの多くの周知の方法は、それぞれの用述に
応じて採用されている。
【０００４】
　中でも工業用織物の端部に形成したループを噛み合わせて無端状にする方法では、接合
用の芯線を挿入したり抜き取ったりすることにより、織物を自由に無端状や有端状に形成
することが可能である。織物を自由に無端状や有端状に形成することが可能であれば、使
用する装置に取り付ける際に有端状の状態で装置のロール間に掛け渡した後、装置に掛け
渡した状態で織物を無端状に形成することができ、装置への織物の取り付けを非常に容易
にかつ効率的に行うことができる。
　例えば、古い使用済みの工業用織物を装置に取り付けられている状態で有端状にした後
、その一端にこれから取り付ける新しい工業用織物の一端を接合し、装置を作動すること
ができる。これにより工業用織物を装置のロール間を移動させて掛け渡し、織物が１周し
て全体に掛け渡った後を確認した後に、古い工業用織物を取り外して、新しい工業用織物
を無端状に形成して取り付けることができる。
【０００５】
　しかし、現在用いられる上記の接結用ループ構造は、織物の端部でループを形成した経
糸を折り返す必要があることから、特許文献２及び３のような一層構造の織物や、単純な
二層織物にのみ用いられており、新規な経地糸接結糸を使用した工業用二層織物に用いる
ことは困難である。
　そのため新規な経地糸接結糸を使用した工業用二層織物等の自由に無端状や有端状に形
成することが不可能な織継方法の場合は、装置におけるロールを片側で支え、反対側の邪
魔になる支柱等を取り外して工業用織物を装置の片側から巾方向に向かって挿入して掛け
入れる、いわゆるカンチレバー方式によって行なう必要が生じる。しかしながら、カンチ
レバー方式で織継方法を行うには、機械自体に織物を脱着するための特殊な構造が必要と
なり、機械の製造コストが高くなる欠点があった。又、装置が大型になる欠点や、広い設
置スペースが必要となる等の欠点も指摘されていた。更に、重量が大きかったり非常に長
い工業用織物を使用する場合には、織物を挿入するのが困難であるという問題点がある。
【０００６】
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　従って、経地糸接結糸を使用した工業用二層織物においても、無端状の織物を形成する
方法としては、再度有端状に形成することが可能なループを噛み合わせて無端状にする方
法を採用することが望まれる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許第３９２５９１５号公報
【特許文献２】特開２０００－２９０８５４号公報
【特許文献３】特開２０００－２９０８５５号公報
【特許文献４】特開２００３－９６６８３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、従来の接結用ループ構造では困難であった、独立した接結糸を有しない地糸
接結タイプの工業用二層織物の両端部に工業用織物の表面を形成する経糸を使用した接結
用ループ構造を形成することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る工業用二層織物は、独立した接結糸を有しない地糸接結タイプの工業用二
層織物の両端部に接結用ループ構造を形成するため、以下の構成を採用した点に特徴を有
する。
（１）上面側経糸と上面側緯糸とからなる上面側織物と、下面側経糸と下面側緯糸とから
なる下面側織物と、経地糸接結糸として機能する上面側経糸と経地糸接結糸として機能す
る下面側経糸との組からなる工業用二層織物において、経地糸接結糸として機能する上面
側経糸は上面側経糸が完全組織の１箇所または複数箇所にて織物組織上上面側緯糸を織り
込む部位で上面側緯糸を織り込まず、下面側に向かって下面側から下面側緯糸を織り込ん
で上面側に向かい他の上面側緯糸を織り込む組織であり、一方下面側経糸は該経地糸接結
糸として機能する上面側経糸が下面側緯糸を下面側から織り込んだ部位で該下面側緯糸を
織り込まず、上面側に向かって上面側経糸を織り込まなかった上面側緯糸を上面側から織
り込んで下面側に向かい他の下面側緯糸を織り込む組織であり、当該工業用二層織物は縦
方向であって有端状である両端部において経糸の一部又は全端部を折り返すことにより接
合用ループを形成し、完全組織内の縦糸は前記接合用ループを形成するため折り返された
経糸と対向するペアとなる経糸を有しており、当該ペアとなる経糸同士は縦組織において
ナックルの数が同じであり、かつナックル間の間隔が略等しいことを特徴とする工業用二
層織物である。
【００１０】
（２）対向するペアとなる経糸が、経地糸接結糸同士、及び上面側経糸と下面側経糸とか
ら構成されていることを特徴とする上記（１）に記載された工業用二層織物である。
（３）対向するペアとなる経糸が、経地糸接結糸同士、隣接する上面側経糸と上面側経糸
、及び隣接する下面側経糸と下面側経糸とから構成されていることを特徴とする上記（１
）に記載された工業用二層織物である。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明は、独立した接結糸を有しない地糸接結タイプの工業用二層織物の両端部におい
て、工業用織物の表面を形成する経糸を使用した接結用ループを形成することができると
いう優れた効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施形態１に係る工業用二層織物の完全組織を示す意匠図である。
【図２】図１における経糸に沿って切断された縦断面図を模式的に示した図である。図２
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（ａ）は、図１における経地糸接結糸４Ｕｂ、４Ｌｂに沿って切断された縦断面図であり
、図２（ｂ）は、図１における上面側経糸５Ｕと下面側経糸５Ｌに沿って切断された縦断
面図である。
【図３】本発明の実施形態２に係る工業用二層織物の完全組織を示す意匠図である。
【図４】図３における経糸に沿って切断された縦断面図を模式的に示した図である。図４
（ａ）は、図３における経地糸接結糸４Ｕｂ、４Ｌｂに沿って切断された縦断面図であり
、図４（ｂ）は、図３における上面側経糸５Ｕと下面側経糸５Ｌに沿って切断された縦断
面図である。
【図５】本発明の実施形態３に係る工業用二層織物の完全組織を示す意匠図である。
【図６】図５における経糸に沿って切断された縦断面図を模式的に示した図である。図６
（ａ）は、図５における経地糸接結糸４Ｕｂ、４Ｌｂに沿って切断された縦断面図であり
、図６（ｂ）は、図５における上面側経糸５Ｕと下面側経糸５Ｌに沿って切断された縦断
面図である。
【図７】本発明の実施形態４に係る工業用二層織物の完全組織を示す意匠図である。
【図８】図７における経糸に沿って切断された縦断面図を模式的に示した図である。図８
（ａ）は、図７における経地糸接結糸１Ｕｂ、１Ｌｂに沿って切断された縦断面図であり
、図８（ｂ）は、図７における上面側経糸２Ｕと下面側経糸２Ｌに沿って切断された縦断
面図である。
【図９】本発明の実施形態４に係る工業用二層織物における接合用ループを説明するため
、経糸に沿って切断された縦断面図を模式的に示した図である。上から図７における経地
糸接結糸１Ｕｂに沿って切断された縦断面図、上面側経糸２Ｕ、２Ｌに沿って切断された
縦断面図、経地糸接結糸３Ｕｂに沿って切断された縦断面図、上面側経糸４Ｕ、４Ｌに沿
って切断された縦断面図である。
【図１０】図９における経地糸接結糸３Ｕｂに沿って切断された縦断面写真である。
【図１１】図９における面側経糸４Ｕ、４Ｌに沿って切断された縦断面写真である。
【図１２】本発明の実施形態５に係る工業用二層織物の完全組織を示す意匠図である。
【図１３】図１２における経糸に沿って切断された縦断面図を模式的に示した図である。
図１３（ａ）は、図１２における経地糸接結糸３Ｕｂ、３Ｌｂに沿って切断された縦断面
図であり、図１３（ｂ）は、図１２における上面側経糸４Ｕと下面側経糸４Ｌに沿って切
断された縦断面図である。
【図１４】本発明の実施形態６に係る工業用二層織物の完全組織を示す意匠図である。
【図１５】図１４における経糸に沿って切断された縦断面図を模式的に示した図である。
図１５（ａ）は、図１４における経地糸接結糸１Ｕｂ、１Ｌｂに沿って切断された縦断面
図であり、図１５（ｂ）は、図１４における上面側経糸２Ｕと下面側経糸２Ｌに沿って切
断された縦断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明に係る工業用二層織物を説明する。その後、図面に則して本発明の工業用
二層織物に係る実施形態を説明する。
　本発明に係る工業用二層織物は、上面側経糸と上面側緯糸とからなる上面側織物と、下
面側経糸と下面側緯糸とからなる下面側織物と、経地糸接結糸として機能する上面側経糸
と経地糸接結糸として機能する下面側経糸との組からなる構成されている。
　ここで、本発明において経地糸接結糸とは、単に上面側織物と下面側織物とを接結する
機能を有するだけの糸ではなく、上面側経糸とともに上面側織物における表面組織を形成
する機能と上面側織物と下面側織物とを接結する機能とを有する糸のことである。
　また本発明に係る工業用二層織物は、経地糸接結糸として機能する上面側経糸が完全組
織の１箇所または複数箇所にて織物組織上上面側緯糸を織り込む部位で上面側緯糸を織り
込まず、下面側に向かって下面側から下面側緯糸を織り込んで上面側に向かい他の上面側
緯糸を織り込む組織であり、一方、下面側経糸は該経地糸接結糸として機能する上面側経
糸が下面側緯糸を下面側から織り込んだ部位で該下面側緯糸を織り込まず、上面側に向か
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って上面側経糸を織り込まなかった上面側緯糸を上面側から織り込んで下面側に向かい他
の下面側緯糸を織り込む組織である点に特徴を有する。
【００１４】
　このような構造を採用することによって、上層面側組織および下層面側組織が崩れるこ
とがなく、ワイヤーマーク特性も良好である。また、接結糸として機能する糸が織物組織
を構成している地糸であり、かつ、使用中は常にテンションがかかる経糸であるため、緯
糸の接結糸を使用するのと比較し、上層面側織物と下層面側織物とを結合する接結力が非
常に強く、常に上層面側織物と下層面側織物とを密着させる力が働くため、密着性が良好
である。従って、接結糸が両織物間で揉まれて内部摩耗が発生して接結力が弱くなったり
、両織物間に隙間が発生したり、分離する等の問題が生じない。さらに、上下両方の地糸
接結糸で接結する構造であるため、さらに密着性が良好となるのである。
　さらに本発明に係る工業用二層織物は、ベルトの進行方向となる織物の縦方向であって
有端状である両端部において、経糸の一部又は全端部を折り返すことにより接合用ループ
を形成し、完全組織内の縦糸は前記接合用ループを形成するため折り返された経糸と対向
するペアとなる経糸を有しており、前記ペアとなる経糸同士は縦組織においてナックルの
数が同じであり、ナックルが略同形状であり、かつナックル間の間隔が略等しいことを特
徴とする。
　ここでナックルの形状が略同形状とは物理的に完全同一であることを排除する意義を有
している。例えば、経糸が３本の上面側緯糸の上を通り、次いで１本の下面側緯糸の下を
通る接続糸の場合、ペアとなる他の経糸も同じように経糸が３本の上面側緯糸の上を通り
、次いで１本の下面側緯糸の下を通る構造を有しているため、ナックルの形状が同一とな
ることを示している。また、「ナックル間の間隔が略等しい」という表現も同様の趣旨で
ある。このようにペアとなる経糸同士のナックルを等しくしたことにより、経糸と緯糸の
かみ合わせが収まり、ループ際部の網面が綺麗になる。
【００１５】
　なお、上層面側織物に対する糸本数の密度は特に限定されず、下層面側緯糸を上層面側
と同密度や１／２や２／３等の密度にすることができる。
　本発明に使用される糸としては、製紙用織物に望まれる特性によって自由に選択でき特
に限定されない。例えばモノフイラメントの他、マルチフイラメント、スパンヤーン、捲
縮加工や嵩高加工等を施した一般的にテクスチャードヤーン、バルキーヤーン、ストレッ
チヤーンと称される加工糸、モール糸、あるいはこれらをより合わせる等して組み合わせ
た糸等が使用できる。また、糸の断面形状も円形だけでなく四角形状や星型等の矩形状の
糸や楕円形状、中空等の糸が使用できる。また、糸の材質としても自由に選択でき、ポリ
エステル、ナイロン、ポリフェニレンサルファイド、ポリフッ化ビニリデン、４フッ化エ
チレン、ポリプロ、アラミド、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエチレンナフタレート
、綿、ウール、金属等が使用できる。勿論、共重合体やこれらの材質に目的に応じて色々
な物質をブレンドしたり含有させた糸を使用しても良い。
　一般的には、上層面側経糸、下層面側経糸、上層面側緯糸には剛性があり、寸法安定性
が優れているポリエステルモノフイラメントを用いるのが好ましい。また、耐摩耗性が要
求される下層面側緯糸は、ポリエステルモノフイラメントとナイロンモノフイラメントを
交互に配置する等、交織して剛性を確保しつつ耐摩耗性を向上させることもできる。
また、組織上は本来１本の糸が配置される部分に、同組織で糸を複数本引き揃えて配置す
ることもできる。細い線径の糸を複数本引き揃えて配置することによって、表面性の向上
と織物の厚みを薄くすることができる。
【００１６】
　以下に本発明の工業用二層織物に係る実施形態を図面を参照して説明する。
　図１は、本発明に係る実施形態の完全組織を示す意匠図である。完全組織とは、織物組
織の最小の繰り返し単位であって、この完全組織が上下左右につながって織物全体の組織
が形成される。意匠図において、経糸はアラビア数字、例えば１、２、３、で示し、緯糸
はダッシュを付したアラビア数字、例えば１´、２´、３´、で示し、Ｕは上面側織物の
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糸であることを示し、Ｌは下面側織物の糸であることを示す。また、接結糸として機能す
る経糸はｂを加えることで、例えば１Ｕｂ、２Ｌｂで示す。
　また、×印は上面側経糸が上面側緯糸の上側に位置していることを示し、○印は下面側
経糸が下面側緯糸の下側に位置していることを示し、▲印は経地糸接結糸として機能する
上面側経糸が上面側緯糸の上側に位置していることを示し、△印は経地糸接結糸として機
能する上面側経糸が下面側緯糸の下側に位置していることを示し、■印は経地糸接結糸と
して機能する下面側経糸が上面側緯糸の上側に位置していることを示し、□印は経地糸接
結糸として機能する下面側経糸が下面側緯糸の下側に位置していることを示す。
　上面側と下面側の経糸、緯糸は上下に重なって配置されている。尚、意匠図では糸が上
下に正確に重なって上面側の経糸、緯糸の真下に下面側の経糸、緯糸が配置されることに
なっているが、これは図面の都合上であって実際の織物ではずれて配置されても構わない
ものである。
【００１７】
実施形態１
　図１及び図２は、本発明の実施形態１に係る工業用二層織物を説明するための意匠図及
び部分的な縦断面図である。
　図１に示す如く、本実施形態１に係る工業用二層織物は、上面側経糸（１Ｕ、２Ｕ、３
Ｕ、５Ｕ、６Ｕ、７Ｕ）と、下面側経糸（１Ｌ、２Ｌ、３Ｌ、５Ｌ、６Ｌ、７Ｌ）と、経
地糸接結糸として機能する上面側経糸（４Ｕｂ、８Ｕｂ）と、経地糸接結糸として機能す
る下面側経糸（４Ｌｂ、８Ｌｂ）からなる８シャフトの織物である。上面側緯糸（１’Ｕ
、２’Ｕ・・・）と下面側緯糸（１’Ｌ、２’Ｌ・・・）の配置比率は１：１である。
　本実施形態において、図２（ａ）に示す如く、経地糸接結糸として機能する上面側経糸
は上面側経糸（４Ｕｂ）が完全組織の１箇所（４’Ｕ、５’Ｕ、６’Ｕ）にて織物組織上
上面側緯糸を織り込む部位で上面側緯糸を織り込まず、下面側に向かって下面側から下面
側緯糸（５’Ｌ）を織り込んで上面側に向かい他の上面側緯糸を織り込む組織である。一
方、下面側経糸（４Ｌｂ）は前記経地糸接結糸として機能する上面側経糸（４Ｕｂ）が下
面側緯糸（５’Ｌ）を下面側から織り込んだ部位で前記下面側緯糸（５’Ｌ）を織り込ま
ず、上面側に向かって上面側経糸が織り込まなかった上面側緯糸（４’Ｕ、５’Ｕ、６’
Ｕ）を上面側から織り込んで下面側に向かい他の下面側緯糸を織り込む組織である。
　また、図２（ｂ）に示す如く、上面側経糸（５Ｕ）は上面側緯糸（１’Ｕ、３’Ｕ、４
’Ｕ、５’Ｕ、７’Ｕ、８’Ｕ）を２箇所で上面側から織り込み、下面側経糸（５Ｌ）は
下面側緯糸（４’Ｌ、８’Ｌ）を２箇所で下面側から織り込んでいる。
　本実施形態において、図示しないが、縦方向であって有端状である両端部において経糸
の一部又は全端部を折り返すことにより接合用ループを形成している。本実施形態１に係
る工業用二層織物において、ペアとなる経糸は、上面側経糸と下面側経糸、経地糸接結糸
同士で構成されている。
　また、完全組織内の縦糸は前記接合用ループを形成するため折り返された経糸と対向す
るペアとなる経糸とは、縦組織においてナックルの数が同じであり、かつナックル間の間
隔が略等しくなっている。
　このような組織を採用することにより、従来の接結用ループ構造では困難であった地糸
接結タイプの工業用二層織物の両端部に経糸を使用した接結用ループ構造を形成すること
ができる。
【００１８】
実施形態２
　図３及び図４は、本発明の実施形態２に係る工業用二層織物を説明するための意匠図及
び部分的な縦断面図である。
　図３に示す如く、本実施形態２に係る工業用二層織物は、上面側経糸（１Ｕ、２Ｕ、３
Ｕ、５Ｕ、６Ｕ、７Ｕ）と、下面側経糸（１Ｌ、２Ｌ、３Ｌ、５Ｌ、６Ｌ、７Ｌ）と、経
地糸接結糸として機能する上面側経糸（４Ｕｂ、８Ｕｂ）と、経地糸接結糸として機能す
る下面側経糸（４Ｌｂ、８Ｌｂ）からなる８シャフトの織物である。上面側緯糸（１’Ｕ
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、２’Ｕ・・・）と下面側緯糸（１’Ｌ、２’Ｌ・・・）の配置比率は１：１である。
　本実施形態において、図４（ａ）に示す如く、経地糸接結糸として機能する上面側経糸
は上面側経糸（４Ｕｂ）が完全組織の１箇所（５’Ｕ）にて織物組織上上面側緯糸を織り
込む部位で上面側緯糸を織り込まず、下面側に向かって下面側から下面側緯糸（５’Ｌ）
を織り込んで上面側に向かい他の上面側緯糸を織り込む組織である。一方、下面側経糸（
４Ｌｂ）は前記経地糸接結糸として機能する上面側経糸（４Ｕｂ）が下面側緯糸（５’Ｌ
）を下面側から織り込んだ部位で前記下面側緯糸（５’Ｌ）を織り込まず、上面側に向か
って上面側経糸が織り込まなかった上面側緯糸（５’Ｕ）を上面側から織り込んで下面側
に向かい他の下面側緯糸を織り込む組織である。
　また、図４（ｂ）に示す如く、上面側経糸（５Ｕ）は上面側緯糸（２’Ｕ、６’Ｕ）を
２箇所で上面側から織り込み、下面側経糸（５Ｌ）は下面側緯糸（２’Ｌ、６’Ｌ）を２
箇所で下面側から織り込んでいる。
　本実施形態において、図示しないが、縦方向であって有端状である両端部において経糸
の一部又は全端部を折り返すことにより接合用ループを形成している。本実施形態２に係
る工業用二層織物において、ペアとなる経糸は、上面側経糸と下面側経糸、経地糸接結糸
同士で構成されている。
　また、完全組織内の縦糸は前記接合用ループを形成するため折り返された経糸と対向す
るペアとなる経糸とは、縦組織においてナックルの数が同じであり、かつナックル間の間
隔が略等しくなっている。
　このような組織を採用することによっても、従来の接結用ループ構造では困難であった
地糸接結タイプの工業用二層織物の両端部に経糸を使用した接結用ループ構造を形成する
ことができる。
【００１９】
実施形態３
　図５及び図６は、本発明の実施形態３に係る工業用二層織物を説明するための意匠図及
び部分的な縦断面図である。
　図５に示す如く、本実施形態３に係る工業用二層織物は、上面側経糸（１Ｕ、２Ｕ、３
Ｕ、５Ｕ、６Ｕ、７Ｕ）と、下面側経糸（１Ｌ、２Ｌ、３Ｌ、５Ｌ、６Ｌ、７Ｌ）と、経
地糸接結糸として機能する上面側経糸（４Ｕｂ、８Ｕｂ）と、経地糸接結糸として機能す
る下面側経糸（４Ｌｂ、８Ｌｂ）からなる８シャフトの織物である。上面側緯糸（１’Ｕ
、２’Ｕ・・・）と下面側緯糸（１’Ｌ、３’Ｌ・・・）の配置比率は２：１である。
　本実施形態において、図６（ａ）に示す如く、経地糸接結糸として機能する上面側経糸
は上面側経糸（４Ｕｂ）が完全組織の１箇所（５’Ｕ）にて織物組織上上面側緯糸を織り
込む部位で上面側緯糸を織り込まず、下面側に向かって下面側から下面側緯糸（５’Ｌ）
を織り込んで上面側に向かい他の上面側緯糸を織り込む組織である。一方、下面側経糸（
４Ｌｂ）は前記経地糸接結糸として機能する上面側経糸（４Ｕｂ）が下面側緯糸（５’Ｌ
）を下面側から織り込んだ部位で前記下面側緯糸（５’Ｌ）を織り込まず、上面側に向か
って上面側経糸が織り込まなかった上面側緯糸（５’Ｕ）を上面側から織り込んで下面側
に向かい他の下面側緯糸を織り込む組織である。
　また、図６（ｂ）に示す如く、上面側経糸（５Ｕ）は上面側緯糸（２’Ｕ、６’Ｕ）を
２箇所で上面側から織り込み、下面側経糸（５Ｌ）は下面側緯糸（１’Ｌ、５’Ｌ）を２
箇所で下面側から織り込んでいる。
　本実施形態において、図示しないが、縦方向であって有端状である両端部において経糸
の一部又は全端部を折り返すことにより接合用ループを形成している。本実施形態３に係
る工業用二層織物において、ペアとなる経糸は、上面側経糸と下面側経糸、経地糸接結糸
同士で構成されている。
　また、完全組織内の縦糸は前記接合用ループを形成するため折り返された経糸と対向す
るペアとなる経糸とは、縦組織においてナックルの数が同じであり、かつナックル間の間
隔が略等しくなっている。
　このような組織を採用することによっても、従来の接結用ループ構造では困難であった
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地糸接結タイプの工業用二層織物の両端部に経糸を使用した接結用ループ構造を形成する
ことができる。
【００２０】
実施形態４
　図７乃至図１１は、本発明の実施形態４に係る工業用二層織物を説明するための意匠図
、縦断面図及び断面部分写真である。
　図７に示す如く、本実施形態４に係る工業用二層織物は、上面側経糸（２Ｕ、４Ｕ、６
Ｕ、８Ｕ）と、下面側経糸（２Ｌ、４Ｌ、６Ｌ、８Ｌ）と、経地糸接結糸として機能する
上面側経糸（１Ｕｂ、３Ｕｂ、５Ｕｂ、７Ｕｂ）と、経地糸接結糸として機能する下面側
経糸（１Ｌｂ、３Ｌｂ、５Ｌｂ、７Ｌｂ）からなる８シャフトの織物である。上面側緯糸
（１’Ｕ、２’Ｕ・・・）と下面側緯糸（１’Ｌ、３’Ｌ・・・）の配置比率は２：１で
ある。
　本実施形態において、図８（ａ）に示す如く、経地糸接結糸として機能する上面側経糸
は上面側経糸（１Ｕｂ）が完全組織の１箇所（５’Ｕ、６’Ｕ）にて織物組織上上面側緯
糸を織り込む部位で上面側緯糸を織り込まず、下面側に向かって下面側から下面側緯糸（
５’Ｌ）を織り込んで上面側に向かい他の上面側緯糸を織り込む組織である。一方、下面
側経糸（１Ｌｂ）は前記経地糸接結糸として機能する上面側経糸（１Ｕｂ）が下面側緯糸
（５’Ｌ）を下面側から織り込んだ部位で前記下面側緯糸（５’Ｌ）を織り込まず、上面
側に向かって上面側経糸が織り込まなかった上面側緯糸（５’Ｕ、６’Ｕ）を上面側から
織り込んで下面側に向かい他の下面側緯糸を織り込む組織である。
　また、図８（ｂ）に示す如く、上面側経糸（２Ｕ）は上面側緯糸（３’Ｕ、４’Ｕ）及
び（７’Ｕ、８’Ｕ）を２箇所で上面側から織り込み、下面側経糸（２Ｌ）は下面側緯糸
（３’Ｕ、７’ｕ）を２箇所で下面側から織り込んでいる。
　図９は、実施形態４に係る工業用二層織物の両端部を示す概念縦断面図である。図９に
示す如く、上から１Ｕｂと１Ｌｂの経地糸接結糸の箇所、２Ｕと２Ｌの経糸の箇所、３Ｕ
ｂと３Ｌｂ経地糸接結糸の箇所、４Ｕと４Ｌの箇所における経糸に沿って切断した縦断面
図を示している。
【００２１】
　上部の１の箇所においては、経地糸接結糸として機能する上面側経糸１Ｕｂが上面側緯
糸６’Ｕにおいて折り返され、本来であれば経地糸接結糸として機能する下面側経糸１Ｌ
ｂが織り込む下面側緯糸５’Ｌを下面側から織り込み、次いで上面側緯糸２’Ｕ、１’Ｕ
を上面側から織り込んでいる。このように上面側経糸を折り返して下面側経糸が織り込む
箇所を、折り返された上面側経糸で織り込むことにより、平滑な表面性を保持することが
できる。
　また、上から２段面の２の箇所においては、上面側経糸２Ｕが接合用ループＷＳＢＬを
形成して折り返され、本来であれば下面側経糸２Ｌが織り込む下面側緯糸７’Ｌを下面側
から織り込み、次いで３’Ｌを下面側から織り込む。工業用二層織物の対面する反対側の
端部においても、上面側経糸２Ｕが接合用ループＷＳＢＬを形成して折り返され、本来で
あれば下面側経糸２Ｌが織り込む下面側緯糸３’Ｌ、７’Ｌを下面側から織り込む。
　また、上から３段目の３の箇所においては、経地糸接結糸として機能する上面側経糸３
Ｕｂが上面側緯糸６’Ｕ、７’Ｕを上面側から織り込んで止めを形成し、上面側緯糸３’
Ｕ、２’Ｕを上面側から織り込んでいる。
　さらに、上から４段面の４の箇所においては、上面側経糸４Ｕが接合用ループＷＳＢＬ
を形成して折り返され、本来であれば下面側経糸４Ｌが織り込む下面側緯糸５’Ｕ、１’
Ｕを下面側から織り込む。
　上記のように完全組織内の縦糸は前記接合用ループＷＳＢＬを形成するため折り返され
た経糸と対向するペアとなる経糸を有しており、当該ペアとなる経糸同士は縦組織におい
てナックルの数が同じであり、かつナックル間の間隔が略等しくなっているのが理解でき
る。
　このような組織を採用することによっても、従来の接結用ループ構造では困難であった
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地糸接結タイプの工業用二層織物の両端部に経糸を使用した接結用ループ構造を形成する
ことができる。
　図１０は、図９における上から３段目の３の箇所における縦断面写真である。経地糸接
結糸として機能する上面側経糸３Ｕｂによって止めが形成され、奥の方には下面側経糸２
Ｌが形成するループ形状が看取できる。
　図１１は、図９における上から４断面の４の箇所における縦断面写真である。上面側経
糸４Ｕが接合用ループＷＳＢＬを形成して折り返され、下面側緯糸５’Ｕ、１’Ｕを下面
側から織り込んでいる構造が看取できる。
【００２２】
実施形態５
　図１２及び図１３は、本発明の実施形態５に係る工業用二層織物を説明するための意匠
図及び部分的な縦断面図である。
　図１２に示す如く、本実施形態５に係る工業用二層織物は、上面側経糸（１Ｕ、２Ｕ、
４Ｕ、５Ｕ）と、下面側経糸（１Ｌ、２Ｌ、４Ｌ、５Ｌ）と、経地糸接結糸として機能す
る上面側経糸（３Ｕｂ、６Ｕｂ）と、経地糸接結糸として機能する下面側経糸（３Ｌｂ、
６Ｌｂ）からなる１２シャフトの織物である。上面側緯糸（１’Ｕ、２’Ｕ・・・）と下
面側緯糸（１’Ｌ、２’Ｌ・・・）の配置比率は１：１である。
　本実施形態において、図１３（ａ）に示す如く、経地糸接結糸として機能する上面側経
糸は上面側経糸（３Ｕｂ）が完全組織の３箇所（７’Ｕ、９’Ｕ、１１’Ｕ）にて織物組
織上上面側緯糸を織り込む部位で上面側緯糸を織り込まず、下面側に向かって下面側から
下面側緯糸（９’Ｌ）を織り込んで上面側に向かい他の上面側緯糸を織り込む組織である
。一方、下面側経糸（３Ｌｂ）は前記経地糸接結糸として機能する上面側経糸（３Ｕｂ）
が下面側緯糸（９’Ｌ）を下面側から織り込んだ部位で前記下面側緯糸（９’Ｌ）を織り
込まず、上面側に向かって上面側経糸が織り込まなかった上面側緯糸（７’Ｕ、９’Ｕ、
１１’Ｕ）を上面側から織り込んで下面側に向かい他の下面側緯糸を織り込む組織である
。
　また、図１３（ｂ）に示す如く、上面側経糸（４Ｕ）は平織りであり、下面側経糸（４
Ｌ）は下面側緯糸（６’Ｌ、１２’Ｌ）を下面側から織り込んでいる。
　本実施形態において、図示しないが、縦方向であって有端状である両端部において経糸
の一部又は全端部を折り返すことにより接合用ループを形成している。本実施形態５に係
る工業用二層織物において、ペアとなる経糸は、上面側経糸同士、下面側経糸同士、経地
糸接結糸同士で構成されている。
　また、完全組織内の縦糸は前記接合用ループを形成するため折り返された経糸と対向す
るペアとなる経糸とは、縦組織においてナックルの数が同じであり、かつナックル間の間
隔が略等しくなっている。
　このような組織を採用することによっても、従来の接結用ループ構造では困難であった
地糸接結タイプの工業用二層織物の両端部に経糸を使用した接結用ループ構造を形成　　
　　　
【００２３】
実施形態６
　図１４及び図１５は、本発明の実施形態６に係る工業用二層織物を説明するための意匠
図及び部分的な縦断面図である。
　図１４に示す如く、本実施形態６に係る工業用二層織物は、上面側経糸（２Ｕ、３Ｕ、
４Ｕ、５Ｕ、７Ｕ、８Ｕ、９Ｕ、１０Ｕ）と、下面側経糸（２Ｌ、３Ｌ、４Ｌ、５Ｌ、７
Ｌ、８Ｌ、９Ｌ、１０Ｌ）と、経地糸接結糸として機能する上面側経糸（１Ｕｂ、６Ｕｂ
）と、経地糸接結糸として機能する下面側経糸（１Ｌｂ、６Ｌｂ）からなる２０シャフト
の織物である。上面側緯糸（１’Ｕ、２’Ｕ・・・）と下面側緯糸（１’Ｌ、２’Ｌ・・
・）の配置比率は１：１である。
　本実施形態において、図１５（ａ）に示す如く、経地糸接結糸として機能する上面側経
糸は上面側経糸（１Ｕｂ）が完全組織の２箇所（１１’Ｕ、１２’Ｕ、１３’Ｕ）及び（
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１６’Ｕ、１７’Ｕ、１８’Ｕ）にて織物組織上上面側緯糸を織り込む部位で上面側緯糸
を織り込まず、下面側に向かって下面側から下面側緯糸（１２’Ｌ）及び（１７’Ｌ）を
織り込んで上面側に向かい他の上面側緯糸を織り込む組織である。一方、下面側経糸（１
Ｌｂ）は前記経地糸接結糸として機能する上面側経糸（１Ｕｂ）が下面側緯糸（１２’Ｌ
）及び（１７’Ｌ）を下面側から織り込んだ部位で前記下面側緯糸（１２’Ｌ）及び（１
７’Ｌ）を織り込まず、上面側に向かって上面側経糸が織り込まなかった上面側緯糸（１
１’Ｕ、１２’Ｕ、１３’Ｕ）及び（１６’Ｕ、１７’Ｕ、１８’Ｕ）を上面側から織り
込んで下面側に向かい他の下面側緯糸を織り込む組織である。
　また、図１５（ｂ）に示す如く、上面側経糸（２Ｕ）は３／２で織り込み、下面側経糸
（２Ｌ）は４／１で下面側を織り込んでいる。
　本実施形態において、図示しないが、縦方向であって有端状である両端部において経糸
の一部又は全端部を折り返すことにより接合用ループを形成している。本実施形態におい
て、ペアとなる経糸は、経地糸接結糸同士、隣接する上面側経糸と上面側経糸、及び隣接
する下面側経糸と下面側経糸とから構成されている。
　また、完全組織内の縦糸は前記接合用ループを形成するため折り返された経糸と対向す
るペアとなる経糸を有しており、当該ペアとなる経糸同士は縦組織においてナックルの数
が同じであり、かつナックル間の間隔が略等しくなっている。
　このような組織を採用することによっても、従来の接結用ループ構造では困難であった
地糸接結タイプの工業用二層織物の両端部に経糸を使用した接結用ループ構造を形成する
ことができる。
【符号の説明】
【００２４】
　Ｕｂ　経地糸接結糸として機能する上面側経糸
　Ｌｂ　経地糸接結糸として機能する下面側経糸
　Ｕ　　上面側経糸
　Ｌ　　下面側経糸
　’Ｕ　上面側緯糸
　’Ｌ　下面側緯糸
　ＷＳＢＬ　接合用ループ
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